
 

 

事業所のごみ減量やリサイクルに関する意識，行動アンケート調査結果（速報） 

 

１ 調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地球温暖化問題（地球温暖化防止のために必要な取組）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ごみ処理，リサイクル状況について 

（１）ごみ処理状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65.2

25.5

11.7

6.0

6.0

1.3

3.5

3.5

89.0

4.3

9.1

11.8

6.4

1.3

2.4

0.8

93.6

0.0

12.8

19.1

14.9

17.0

2.1

0.0

0 20 40 60 80 100

民間ごみ収集業者（許可業者）へ収集・運搬を委託

事業活動からごみはほとんどでない（尐量なので家庭ごみと
一緒に市の回収場所に排出している）

自社で市のごみ処理施設へ搬入

納入業者に返却（引き渡し）

ビルの管理会社に任せている（把握していない）

自社の処理施設（生ごみ処理機等）で処理

その他

無回答

(%)

ごみ量の把握状況 

平成 21 年 1 月に，市内 3,400 事業所（京都商工会議に加盟している事業所から抽出）を対象に

郵送によるアンケート調査を実施した。 

回収率は 32％（平成 18 年度調査：42％，平成 15 年度調査：51％）であった。 

業種では製造業（29％），卸売業（19％），建設業（11％），小売業（10％）の順となって

いる。また，従業員 29 人以下の事業所が 56％，30 人以上 299 人以下の事業者が 35％，300

人以上の事業所が 4％となっている。 

84.5

73.1

52.5

48.4

39.2

30.4

22.2

19.1

15.4

2.1

0 20 40 60 80 100

　　照明，パソコン，コピー機等は長期間使用しない場合に
電源をこまめに切ったり，冷房，暖房の温度を控えめにする

OA紙，古紙類（新聞，雑誌，段ボール），缶，びんなどの
　　　　　　　　　　　　　　　　　分別によるリサイクルの促進

業務用・通勤用等の自動車の利用抑制や
　　　　　　　　　　　　低燃料車の購入・導入

ペーパレス化や食材や原材料の効率的な利用などごみの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減量化に取り組む

従業員の環境意識の向上のための啓発研修

省エネルギー型のオフィス機器などを利用する

紙おしぼり，割りばしなど使い捨て容器の削減に取り組む

太陽光発電等自然エネルギーを活用する

事業所敷地，壁面，屋上などの緑化の促進

無回答

(%)

29.5

31.8

53.2

22.7

39.6

38.3

43.7

26.7

6.4

4.2

1.9

2.1

0 20 40 60 80 100

29人以下

30人以上299人以下

300人以上

％重量の計算や袋数を数えて把握している
ごみ収集業者（許可業者）に聞くなどして把握している
把握していない
無回答

処理方法（複数回答） 

地球温暖化防止のための
必要な取組（複数回答） 

従業員規模

29人以下

30人以上299人以下
300人以上

分別・リサイクルの促進が 73％，

ごみの減量化が 48％と相対的に

高く，地球温暖化防止にとって重

要な取組と考えられている。 

従業員数が尐ない事業所ほどごみ量を把

握していない割合が高くなっている。 

特に，29 人以下の事業所では，把握し

ていない割合が 44％と高くなっている。 

従業員数に関わらず，許可業者への

収集・運搬委託の割合が最も高い。 

ただし，29 人以下の事業所では，

家庭ごみと一緒に市の回収場所に排

出している割合が 26％と高くなっ

ている。 

３ ごみ処理，リサイクル状況について 

 



 

 

64.3

27.4

22.6

14.3

14.3

7.1

4.8

4.8

4.8

1.2

11.9

1.2

78.8

21.2

21.2

12.1

15.2

12.1

9.1

6.1

3.0

0.0

6.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

分別を前提とする収集体制になっていない
             （分別しなくても収集してくれる）

資源化できそうなものが出ない

分別するのが手間

分けた資源を置く場所がない

分別してもごみ処理費用は安くならない

分けても引取先がない

社員に分別を浸透するのは難しい

機密書類が多く資源化が困難

            分別の仕方が分からない
（資源化可能物かどうか分からない）

分別ボックス購入等費用がかかる

その他

無回答

(%)

（２）分別状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）周辺事業所との協働による効率的な資源化物の回収状況について 

 

 

 

84.5

84.7

74.5

73.8

72.6

42.5

40.8

36.2

33.3

32.0

17.8

13.2

8.2

6.7

11.7

5.4

1.5

82.8

87.8

73.7

71.8

71.5

55.5

52.0

44.5

43.3

36.1

40.8

11.9

12.9

10.3

5.3

7.2

1.6

84.8

87.0

78.3

82.6

78.3

58.7

73.9

63.0

65.2

54.3

67.4

26.1

47.8

39.1

17.4

21.7

2.2

0 20 40 60 80 100

新聞紙，雑誌

段ボール

缶

ペットボトル

びん

トナーカートリッジ

使用済みOA用紙，コピー用紙

蛍光管

乾電池

パンフレット等PR用印刷物

機密書類

発泡製トロ箱

食品残渣

使用済みてんぷら油

牛乳パック

その他

無回答

(%)

分別品目（複数回答） 

実施状況 

分別していない理由（複数回答） 

取組品目（複数回答） 

分別状況 

15.8

11.0

17.0

0.8

1.1

2.1

19.8

31.3

34.0

52.8

44.1

34.0

4.3

7.2

8.5

6.3

5.3

4.3

0 20 40 60 80 100

29人以下

30人以上299人以下

300人以上

％
現在取り組んでいる 取組の話し合い等準備をしている

回収方法は知っているが取り組んでいない 回収方法自体を知らない

その他 無回答
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67.0

63.0

59.0

58.0

27.0

29.0

22.0

22.0

22.0

6.0

9.0

10.0

12.0

12.0

4.0

2.0

75.6

68.9

62.2

60.0

55.6

40.0

24.4

22.2

22.2

20.0

28.9

22.2

11.1

8.9

0.0

4.4

2.2

88.9

77.8

88.9

88.9

77.8

77.8

55.6

55.6

44.4

44.4

55.6

66.7

33.3

22.2

11.1

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

新聞紙，雑誌

段ボール

缶

ペットボトル

びん

使用済みOA用紙，コピー用紙

パンフレット等PR用印刷物

蛍光管

乾電池

トナーカートリッジ

機密書類

食品残渣

使用済みてんぷら油

発泡製トロ箱

牛乳パック

その他

無回答

(%)

従業員規模

29人以下

30人以上299人以下
300人以上

従業員規模

29人以下

30人以上299人以下
300人以上

従業員規模

29人以下

30人以上299人以下
300人以上

従業員数が多いほど分別している

割合が高くなっている。 

特に，300 人以上の事業所では

100％分別を実施している。 

一方，29 人以下の事業所では

分別していない割合が 14％とな

っている。 

古紙類，缶・びん・ペットの分別は進んでいる。 

一方，従業員数が尐ないほど食品残渣，使用済

みてんぷら油，機密書類などの分別が遅れている。 

従業員数に関わらず，「分別を前提とする収

集体制になっていない（分別しなくても収集

してくれる）」が最も高くなっている。 

従業員数に関わらず，取り組んでいない（「知

らない」を含む。）割合が約 70％と高くなって

いる。 

 取組品目では，従業員数に関わらず古紙類が高く，

300 人以上の事業所での缶・びん・ペットボトル

の取組についても高い。 

一方，食品残渣，使用済みてんぷら油，機密書類

などについては取組状況の差が大きくなっている。 

69.8

74.1

91.5

9.8

11.2

6.4

14.0

8.8

6.3

5.9

2.1
0.0

0 20 40 60 80 100

29人以下

30人以上299人以下

300人以上

％
分別排出場所を決め従業員が分別している

清掃委託会社が分別している

分別していない

無回答



 

 

４ ごみに関する情報 

（１）ごみ減量，リサイクルに関する情報源について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境に関する研修会の実施状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 地域社会との連携について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.5

5.5

6.5

2.0

0.5

0.8

4.3

24.7

75.4

6.7

2.9

1.6

0.5

0.3

4.5

18.7

85.1

4.3

2.1

8.5

2.1

2.1

12.8

10.6

0 20 40 60 80 100

事業所周辺の美化活動

地域でのごみ減量活動への協賛などの財政的な支援

レジ袋の有料化などの収益による地域への還元

                ごみ減量に関する講習会の実施
（エコ・クッキング教室，ふろしき活用教室など）

店頭で回収した資源化物の売却益の地域への還元

              フリーマーケットの開催などの
ごみ減量イベントへの事業所施設の開放

その他

無回答

(%)

従業員規模

29人以下

30人以上299人以下
300人以上

ごみに関する情報源（複数回答） 

75.5

32.2

9.0

9.7

3.8

5.0

70.9

48.9

24.3

11.0

5.6

2.7

72.3

83.0

42.6

19.1

2.1

2.1

0 20 40 60 80 100

京都市の広報物，パンフレットなど

収集業者（許可業者）

インターネットのホームページ

同業種の組合，業界団体等

その他

無回答

(%)

研修の実施状況 

従業員規模

29人以下

30人以上299人以下
300人以上

3.3

14.7

38.3

33.7

46.5

44.7

2.7

3.7

8.5

51.8

23.8

4.3

2.7

7.0

2.1

5.8

4.3

2.1

0 20 40 60 80 100

29人以下

30人以上299人以下

300人以上

％年に数回定期的に実施している

必要に応じて環境に配慮した行動の呼びかけをしている

京都市，エコロジーセンター主催の研修会などに参加したり，参加させている

何もしていない

その他

無回答

8.7

16.6

46.8

48.8

50.0

44.7

38.0

30.7

8.5

4.5

2.7

0.0

0 20 40 60 80 100

29人以下

30人以上299人以下

300人以上

％
事業所の方針として地域へ貢献している できる範囲で地域と関わっている

何もしていない 無回答

連携状況 

連携内容（複数回答） 

従業員数に関わらず，市の広報物やパ

ンフレットなどが高くなっている。 

また，300 人以上の事業所では収集

業者（許可業者）が最も高く，29 人

以下の事業所の 2 倍以上となってい

る。 

従業員数が多いほど実施している割

合が高くなっている。 

300 人以上の事業所では 92％が

実施しているのに対し，29 人以下の

事業所では 52％が何もしていないと

回答している。 

従業員数が多いほど地域社会への貢

献や連携などを実施している割合が

高くなっている。 

300 人以上の事業所では 92％が

地域との連携がある一方，29 人以

下の事業所は 58％と差が大きくな

っている。 

連携内容では事業所周辺

の美化活動が最も高くな

っている。 

美化活動以外の取組につ

いては 10％以下と低くな

っている。 

５ 地域社会との連携について 



 

 

６ ごみ減量，リサイクルへの具体的な取組について（事業所形態ごと，無回答は除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飲食店，レストラン 食品小売業，スーパー，百貨店，コンビニ 食品以外の小売業 

ホテル，旅館 オフィス等 

食べ残し削減メニューの工夫，使い捨て食器・紙製

品の削減などの取組が高くなっている。 

一方，調理くず，食べ残しの堆肥化，繰り返し使

用できるはしの利用などの取組は低くなっている。 

簡易包装化の取組，ばら売り・量り売り等の導入，

レジ袋削減などの取組が高くなっている。 

一方，トレイ，牛乳パックなどの店頭回収や売れ

残り商品等の堆肥化などの取組は低くなっている。 

簡易包装化の取組，商品の修理相談の実施，チ

ラシ，レジ袋削減などの取組が高くなっている。 

一方，有害危険物の回収，再生品の積極的な

販売などの取組は低くなっている。 

使い捨て食器・紙製品の削減，調理くず等の水切りによるごみ減量，食べ

残し削減メニューの工夫などの取組が高くなっている。 

一方，調理くず・食べ残しの堆肥化，連泊客に対するタオル交換の抑制，

繰り返し使用できるはしの利用などの取組は低くなっている。 

OA 用紙の裏面利用，ペーパーレス化，古紙回収

ボックス設置といった紙ごみの削減・リサイクル

や事務用品の修理，お茶のマイカップの使用など

の取組は比較的高くなっている。 

一方，社員食堂などでの食べ残し削減メニュー

の工夫，調理くず・食べ残しの堆肥化などの取組

は低くなっている。 

15.5

28.8

30.5

25.0

21.7

32.2

37.7

28.3

32.2

63.8

45.9

17.2

13.6

15.3

23.3

28.3

23.7

19.7

35.0

33.9

10.3

37.7

67.2

57.6

54.2

51.7

50.0

44.1

42.6

36.7

33.9

25.9

16.4

0 20 40 60 80 100

再生品を積極的に販売

電池，蛍光管，薬剤・塗料など

　　　　　　有害・危険物を回収	

ハンガー等は規格品として再使用

詰め替え式容器の商品や

　再生品を積極的に販売

包装に再生紙を使用

省エネ，再生原料使用等商品の

　　　　　　　　　環境配慮度のPR

商品仕入れに通い箱を使用

レジ袋削減の取組

チラシ削減等の実施

商品の修理相談の実施

包装の簡素化

％

実施している ある程度実施している 実施していない

13.0

17.8

10.6

20.8

28.9

21.7

44.7

27.7

33.3

52.1

42.6

10.9

8.9

19.1

12.5

11.1

28.3

17.0

34.0

33.3

25.0

53.2

76.1

73.3

70.2

66.7

60.0

50.0

38.3

38.3

33.3

22.9

4.3

0 20 40 60 80 100

売れ残り商品の堆肥化等リサイクル

トレイ，牛乳パックなどの店頭回収

詰め替え式容器の商品や

　再生品を積極的に販売

有機堆肥で育てた野菜を販売

レシート等に再生紙を使用

チラシ削減等の実施

売れ残り食品の削減

食料品仕入れ用の容器を通い箱化

レジ袋削減の取組

ばら売り，量り売り等を導入

包装の簡素化

％

実施している ある程度実施している 実施していない

18.2

26.5

23.5

25.0

35.3

51.4

41.2

47.1

50.0

52.9

73.5

15.2

5.9

29.4

25.0

29.4

20.0

38.2

38.2

38.2

35.3

17.6

66.7

67.6

47.1

50.0

35.3

28.6

20.6

14.7

11.8

11.8

8.8

0 20 40 60 80 100

繰り返し使用できるはしの使用

調理くず，食べ残しの

　堆肥化等リサイクル

有機堆肥で育てた野菜を

　　　　　　食材として利用

レシート等に再生紙を使用

食べ残しの持ち帰りの要望に対応

砂糖壺等を使用

食材仕入れ用の容器を通い箱化

　調理くず，食べ残しの

水切りによるごみ減量

使い捨ての紙製品の使用削減

食べ残し削減メニューの工夫

使い捨て食器の削減

％

実施している ある程度実施している 実施していない

8.7

36.4

26.1

13.0

30.4

26.1

4.3

34.8

47.8

34.8

56.5

69.6

56.5

69.6

13.0

4.5

17.4

30.4

21.7

30.4

60.9

39.1

26.1

43.5

26.1

17.4

34.8

21.7

78.3

59.1

56.5

56.5

47.8

43.5

34.8

26.1

26.1

21.7

17.4

13.0

8.7

8.7

0 20 40 60 80 100

繰り返し使用できるはしの使用

調理くず，食べ残しの

　堆肥化等リサイクル

連泊客へのタオル交換の

　　　　　　　　　要否を確認

客室内でごみの分別

砂糖壺等の使用

包装に再生紙を使用

有機堆肥で育てた野菜を

　　　　　　食材として利用

お土産包装の簡易包装の取り組み

食材仕入れ用の容器を通い箱化

アメニティグッズの簡素化や

　　　　ディスペンサー方式化

使い捨ての紙製品の使用削減

使い捨て食器の削減

食べ残し削減メニューの工夫

　調理くず・食べ残しの

水切りによるごみ減量

％

実施している ある程度実施している 実施していない

5.0

11.0

25.1

43.7

51.8

20.7

29.6

43.7

77.5

55.0

70.6

71.3

7.9

11.8

17.2

6.2

21.1

58.3

53.9

44.1

10.2

37.5

22.3

22.6

87.1

77.2

57.7

50.1

27.1

21.0

16.5

12.2

12.3

7.5

7.1

6.1

0 20 40 60 80 100

調理くず・食べ残しの

　肥料化等リサイクル

食べ残し削減メニューの工夫

割り箸等使い捨て食器の削減	

自動販売機の空き容器の

回収を自販機会社に要求

身近な所に古紙回収ボックスを設置

コピーは必ず両面コピー

ペーパーレス化に積極的への取り組み

再生コピー紙，再生筆記用具等の使用

コピーのトナーを再生

事務用品を修理して使う

OA用紙の裏面利用

お茶・コーヒー等は紙コップ等

　　　ではなくマイカップを使用

％

実施している ある程度実施している 実施していない



 

 

７ 事業系ごみの減量，分別・リサイクルを促進していくために必要な取組（「新基本計画」に盛り込むべき取組）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.5

26.2

17.2

31.9

18.2

12.3

38.3

35.6

29.7

48.9

32.6

29.5

36.2

44.1

39.2

31.9

32.1

26.0

44.7

44.9

40.8

51.1

43.0

46.7

38.3

47.6

46.5

46.8

38.0

38.3

36.2

26.5

34.3

19.1

26.2

30.5

8.5

11.5

10.3

12.8

12.0

11.3

14.9

9.6

10.2

4.3

7.2

11.5

0.0

2.4

5.0

0.0

0.8

1.2

0.0

0.3

1.5

0.0

0.0

0.8

2.1

8.0

12.1

4.3

8.3

12.1

2.1

9.1

13.2

0.0

7.5

12.0

2.1

8.3

12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ごみ減量に積極的に取り組む事業者への表彰制度の
　　　　　　　　　　　創設（優良事業所の表彰，PRなど）	

地球環境問題（ごみ問題を含む）に関する出前研修会や
　　　　　　講師派遣など多様な学習・教育機会の充実	

民間資源化施設の受入体制，受入料金などの
　　　　　  　リサイクルを促進する情報提供の充実	　　　　

ごみ種別，リサイクル品目などに応じたきめの細かい
　　　　　ごみ減量に関するアドバイスや情報の提供	

業種・規模別などきめの細かいごみに関する　　　
         情報提供の充実（ごみの減らし方，
            分別方法，ごみ減量効果など）	

必要 どちらかといえば必要 あまり必要でない 全く必要ない 無回答

従業員

規模

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

仕組みづくり（複数回答） 

72.0

6.2

2.8

2.2

1.2

2.7

0.8

0.9

58.8

8.6

1.6

1.9

1.1

2.4

1.1

0.4

35.3

2.1

8.5

2.1

10.6

0.0

12.8

0.0

0 20 40 60 80 100

排出量が尐ないので

分別を前提とした収集体制になっていないため

分別が手間だから

リサイクルに関する情報がないため

リサイクルに費用負担が生じるため

特に理由はない

その他

無回答

(%)

12.8

8.3

6.8

0.2

0.1

12.3

8.3

5.9

0.5

0.1

19.1

19.1

8.5

4.3

0.1

0 20 40 60 80 100

京都市によるバイオガス化施設の整備・受入

民間資源化施設への積極的な誘導や支援

特にない

その他

無回答

(%)

今後バイオマス利活用について
京都市に望むこと（複数回答） 

リサイクルしていない理由（複数回答） 

従業員規模

29人以下

30人以上299人以下
300人以上

従業員規模

29人以下

30人以上299人以下
300人以上

46.0

26.2

6.2

3.2

6.2

14.0

42.5

22.5

12.8

4.5

8.3

11.8

17.0

36.2

34.0

14.9

4.3

4.3

0 20 40 60 80 100

生ごみが出ない

京都市のクリーンセンターで焼却処理

民間資源化施設でリサイクル
        （堆肥化，飼料化など）

自ら，もしくは関連会社でリサイクル
                （堆肥化，飼料化など）

その他

無回答

(%)

42.5

46.0

61.7

25.8

26.2

19.1

1.5

1.1

0.0

18.0

15.5

12.8

12.2

11.2

6.4

0 20 40 60 80 100

29人以下

30人以上299人以下

300人以上

％

関心がある あまり関心がない

まったく関心がない はじめて聞いたのでわからない

無回答

関心度 

生ごみの処理状況（複数回答） 
 

（２）バイオマス資源の利活用について （１）具体的な取組について 

従業員規模

29人以下

30人以上299人以下
300人以上

「分別・リサイクルの徹底を図るための収集運搬体制の

整備（分別収集を前提とする民間ごみ収集業者（許可業

者）体制）」が最も高くなるなど，分別・リサイクルを

促進する仕組みづくりに関する項目が高くなっている。 

業種・規模別に対応したごみに関する情報提供の充実，

ごみ種別・リサイクル品目などに対応したきめの細かい

アドバイスや情報提供などの項目が高くなっている。 

バイオマス資源の利活用につい

ては，40％以上の事業所が関心

を持っており，特に従業員数が

300 人以上の事業所では 62％

と高くなっている。 

300 人以上の事業所以外の生ごみの処理方法

は，「京都市のクリーンセンターでの焼却処理」

が最も高く，リサイクルがあまり進んでいない。 

一方，300 人以上の事業所については「民間

施設でのリサイクル（堆肥化・飼料化）」が 34

％とクリーンセンターでの焼却処理とほぼ同数

となっており，徐々に取組が進んできている。 

 

「排出量が尐ないから」と回答した事業者のう

ち，29 人以下の事業者が 72％と 300 人以

上の事業者の約 2 倍高くなっている。 

 

「市によるバイオガス化施設の整備・受入」，「民間資源化

施設への積極的な誘導や支援」がほぼ同数となっている。 

27.7

21.7

21.3

29.8

21.9

21.8

29.8

28.3

21.8

48.9

29.1

22.3

51.1

44.9

36.5

51.1

50.8

39.7

48.9

39.3

36.8

46.8

42.5

40.2

46.8

43.6

40.0

34.0

46.3

47.2

36.2

39.6

45.8

31.9

36.6

38.3

19.1

26.2

22.3

19.1

22.5

20.7

19.1

17.1

20.8

12.8

15.2

16.3

12.8

7.2

6.5

14.9

5.3

9.5

0.0

3.5

6.5

0.0

2.9

3.8

2.1

1.9

4.0

2.1

0.5

2.3

0.0

0.3

0.5

0.0

0.3

1.5

4.3

9.4

14.5

4.3

10.2

14.7

2.1

9.1

14.5

2.1

8.8

12.9

0.0

8.0

11.7

2.1

7.0

11.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　　　　　　　　　　ごみ量，ごみ処理料金の明確化，分別・　　　　　
　　　リサイクルを徹底するための透明指定袋制の導入	　　　

　　　　　　　　　　　　　　　中小事業所に限定した市による　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　生ごみ資源化施設の整備・受入	　　　　　

　　分別・リサイクルの徹底を図るためのクリーンセンターの　　　　

　　搬入条件の見直し（民間資源化施設への誘導を図る

自社もしくは民間ごみ収集業者（許可業者）と連携した　　
　　　　　　　リサイクルに関する仕組みづくり支援
　　　　　　　（生ごみ，剪定枝の堆肥化支援など）	

古紙類や缶・びん等の資源化物のリサイクルルート　　　
　　の情報提供や尐量の排出でも効率的・経済的に　　　　

　　　　分別・リサイクルできる仕組みづくり支援	

分別・リサイクルの徹底を図るための収集運搬　　　
　体制の整備（分別収集を前提とする民間ごみ　　　

　　　　　　　　　収集業者（許可業者）体制）	　

必要 どちらかといえば必要 あまり必要でない 全く必要ない 無回答

従業員
規模

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

29人以下

30人以上

299人以下

300以上

情報の共有（複数回答） 


